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業務提携および新たな事業の開始に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社BRパートナーズ（以下「BRパートナーズ社」）との業務

提携契約締結および新たな事業として、M&Aの仲介事業を開始することを決議いたしましたので、下記の通り

お知らせいたします。 

 

記 

 

１． 事業開始の趣旨および業務提携の理由 
近年、日本国内においては、後継者不足（国内企業およそ６割が該当）に悩まされている中小企業および零

細企業が多く存在しており、これは中小企業の経営者の多くが高齢者になっているうえに人材不足もあいまっ

て事業承継がうまく進まずに廃業や清算を余儀なくされている現状があります。 

当社はこういった社会的ニーズを解決すべく、2020年９月４日に開始したリサイクル事業に引き続き、新規

事業としてM&A等の仲介事業への参入を決定いたしました。 

なお、事業開始にあたっては当該事業をより一層加速させるため、M&Aアドバイザリー業務を手掛けるBR

パートナーズ社と業務提携契約を締結することといたしました。BRパートナーズ社の代表取締役である大冨

翔太郎氏は従前より当社取締役の篠原氏の知人であり、東京理科大学卒業後、新卒で上場大手M&A仲介会社に

入社。同社在籍中は、建設業及び製造業を中心に売上100億クラスのM&Aから従業員5名以下の小体先まで幅

広い企業規模のM&Aに関与しております。 

 

２． 新たな事業および業務提携の概要 
（１）新たな事業および業務提携の概要 

M&Aの仲介者として売手企業の発掘、買手候補企業の探索および打診、売手企業又は買手企業のそれぞれの

立場に即したM&Aの助言を行い、M&Aを成立させることを支援するサービスをBRパートナーズ社と協力して

提供いたします。 

BRパートナーズ社の代表取締役である大冨翔太郎氏がこれまで培ってきたM&Aアドバイザリー業務のノウハ

ウ、および当社は2021年７月21日開示の「第三者割当による新株式発行並びに新株予約権発行に関するお知

らせ」並びに2023年１月17日開示の「第三者割当による新株式発行および行使価額修正条項付新株予約権発

行並びに主要株主および主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ」において国外企業に第三者割当増

資を引き受けていただいており、当該引受先企業を通じて国外の買手候補先企業の開拓も可能とし、相互協力

のもと、事業承継問題に積極的に向き合ってまいります。 



 

 
 

 

(２) 当事業を担当する部門 

当社においてM&A部門を新設し、当該部門が担当いたします。 

なお、当該部門の責任者は当社取締役の篠原氏が担当し本年度中に営業担当者を１名採用する予定です。 

 

(３) 当該事業の開始のために特別に支出する金額および内容 

現時点において特筆すべき支出はありません。 

 

３. 業務提携相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社BRパートナーズ 

（２） 所 在 地 東京都千代田区富士見1-3-11 Duplex B’s  4F 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 大冨 翔太郎 

（４） 事 業 内 容 
M&Aに関する支援事業 

経営コンサルティング業務 

（５） 資 本 金 300万円 

（６） 設 立 年 月 日 2023年５月17日 

（７） 決 算 期 

４月期 

なお、BRパートナーズ社は2023年５月17日設立のため、経営成績および財政状態

は記載しておりません。 

（８） 大株主および持株比率 
大冨 翔太郎(51.0%)  

他個人株主１名※相手先の意向により非開示とさせていただきます。 

（９） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 

 
該当事項はありません。 

人 的 関 係 

 
該当事項はありません。 

取 引 関 係 

 
該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

 

４．日程 

（１）取締役会決議日 2023年８月28日 

（２）契約締結日 2023年８月28日 

（３）事業開始日 2023年９月上旬（予定） 

 

５.今後の見通し 

 2023年５月15日付公表の2024 年３月期の業績予想につきましては、本件は織り込んでおりません。今後の

当社業績に与える影響については、今後の事業の展開に応じて適時かつ適切に開示してまいります。 

 

以 上 


